
27  1 

令和６年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No ２７ 府 省 庁 名 経済産業省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（      ） 

要望 

項目名 
外形標準課税のあり方の検討 

要望内容 

（概要） 

外形標準課税の適用対象法人のあり方に関する検討を行う際には、地域経済・企業経営への影響も踏まえ

ながら引き続き慎重に検討を行うことが求められる。 

なお、令和 5年度与党税制改正大綱においても、「法人事業税の外形標準課税は、平成 16年度に資本金１

億円超の大法人を対象に導入され、平成 27、28年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の

稼ぐ力を高める法人税改革の一環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に拡大されてきた。外形

標準課税の対象法人数は、資本金１億円以下への減資を中心とした要因により、導入時に比べて約３分の２

まで減少している。また、持株会社化・分社化の際に、外形標準課税の対象範囲が実質的に縮小する事例も

生じている。こうした事例の中には、損失処理等に充てるためではなく、財務会計上、単に資本金を資本剰

余金へ項目間で振り替える減資を行っている事例も存在する。また、子会社の資本金を１億円以下に設定し

つつ、親会社の信用力を背景に大規模な事業活動を行っている企業グループの事例もある。こうした減資や

組織再編による対象法人数の減少や対象範囲の縮小は、上記の法人税改革の趣旨や、地方税収の安定化・税

負担の公平性といった制度導入の趣旨を損なうおそれがあり、外形標準課税の対象から外れている実質的に

大規模な法人を対象に、制度的な見直しを検討する。その上で、今後の外形標準課税の適用対象法人のあり

方については、地域経済・企業経営への影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。」とされている。 

関係条文 ― 

減収 

見込額 

［初年度］   ―   （  ― ）  ［平年度］   ― （ ―   ） 

［改正増減収額］  ―   （単位：百万円） 

要望理由 

（１）政策目的 

外形標準課税のあり方を検討する際、外形標準課税の適用対象について慎重に検討を行うことで、地域経

済・企業経営に影響を及ぼさないようにすること。 

（２）施策の必要性 

外形標準課税は賃金等に対して課税されるものであり、構造的・持続的な賃上げを実現するためにも、企

業の賃上げの取組を含めた経営判断に影響しないよう、見直しにあたっては慎重な検討が必要。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

7．中小企業及び地域経済の発展 

（関連する与党税制改正大綱） 

○令和 5年度与党税制改正大綱（令和 4年 12月 16日）

第一 令和５年度税制改正の基本的考え方等

４．経済社会の構造変化も踏まえた公平で中立的な税制への見直し

（３）外形標準課税のあり方

法人事業税の外形標準課税は、平成 16年度に資本金１億円超の大法人を対象に導入され、平成

27、28年度税制改正において、より広く負担を分かち合い、企業の稼ぐ力を高める法人税改革

の一環として、所得割の税率引下げとあわせて、段階的に拡大されてきた。

外形標準課税の対象法人数は、資本金１億円以下への減資を中心とした要因により、導入時に

比べて約３分の２まで減少している。また、持株会社化・分社化の際に、外形標準課税の対象

範囲が実質的に縮小する事例も生じている。

こうした事例の中には、損失処理等に充てるためではなく、財務会計上、単に資本金を資本剰

余金へ項目間で振り替える減資を行っている事例も存在する。

また、子会社の資本金を１億円以下に設定しつつ、親会社の信用力を背景に大規模な事業活動

を行っている企業グループの事例もある。

こうした減資や組織再編による対象法人数の減少や対象範囲の縮小は、上記の法人税改革の趣

旨や、地方税収の安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を損なうおそれがあり、外

形標準課税の対象から外れている実質的に大規模な法人を対象に、制度的な見直しを検討する。 

その上で、今後の外形標準課税の適用対象法人のあり方については、地域経済・企業経営への

影響も踏まえながら引き続き慎重に検討を行う。

政策の 

達成目標 
― 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

― 

同上の期間中

の達成目標 
― 

政策目標の 

達成状況 

― 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 
― 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

― 
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相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

― 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

― 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

― 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 
― 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

― 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

これまでの要望経緯 
― 


